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資料５

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギー使用合理化事業者支援補助金

省エネルギー効果が高く、かつ、政策的意義の高い事業（例えば、経団連自

施策の 主行動計画等の実現を図るための事業等）について、より重点的な支援を実施

、 、 、 （ ）。し 設備導入費 設備改修費 システム費用等を補助する 補助率１／３以下

概 要

（平成 年度） ５，０９６百万円12

予 算 （平成 年度） ９，０９５百万円13

（平成 年度） ９，０９５百万円14

（平成 年度） １０，３９５百万円（要求額）15

措 置

施策の 平成１３年度実績 実施件数：７０件

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費補助金

＜先導的システム支援事業＞

施策の 住宅・建築物に関する高効率エネルギーシステムのアイディアを公募し、こ

れらを消費者や事業者が導入する際に、導入費用の一部を補助する （補助率。

１／３）

概 要 ＜高効率機器導入支援事業＞

個々の機器に高い効率性が認められ、かつ、政策的に導入促進を図る必要が

【 （ 、ある住宅・建築物用の機器 ①高効率給湯器 ＣＯ２冷媒ヒートポンプ給湯器

潜熱回収型給湯器、ガスエンジン給湯器 、②ＢＥＭＳ（ビルエネルギーマネ）

ージメントシステム 】を導入する者に対して、導入費用の一部を補助する。）

（①補助率 従来機器との価格差の１／２ ②補助率１／３）

予 算 （平成 年度） １，４０３百万円12

（平成 年度） ３，３９６百万円13

措 置 （平成 年度） １２，３０５百万円14

（平成 年度） １３，３０５百万円（要求額）15

施策の 平成１３年度実績 実施件数：１，１１７件

実績及

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 高効率電光変換化合物半導体開発

本事業は、民生用エネルギーの約２割を占める照明用エネルギーの消費削減

施策の を図るため、従来の照明用光源（電球・蛍光灯）に変わる新しい光源（ 世21

紀のあかり）として、電気－光変換効率の高い発光ダイオードを用いた高効率

照明（従来の蛍光灯に比べ１／２のエネルギー消費量）を開発する （補助率。

概 要 １／１）

（平成 年度） １，７１４百万円12

予 算 （平成 年度） １，３３０百万円13

（平成 年度） ９００百万円14

（平成 年度） ０百万円 （要求額）15

措 置

窒化ガリウム単結晶１インチを達成、ＬＥＤ光取出し効率約３０％（世界最

施策の 高値）を達成する（目標値４０％）など着実な成果を得ているところ。１４年

実績及 度（最終年度）には、これら成果を用いた高効率照明のプロトタイプを開発す

び今後 るとともに、実用化に向けた検討を行っている。

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１４年度で終了

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 待機時消費電力削減技術開発

「 」民生部門等において相当量のエネルギーが消費されている 待機時消費電力

施策の の削減技術を開発する （補助率１／２）。

概 要

（平成 年度） ５００百万円12

予 算 （平成 年度） ５００百万円13

（平成 年度） ４００百万円14

（平成 年度） ０百万円（要求額）15

措 置

これまでコピー機や工作機械等の待機時消費電力技術を開発した。

施策の １４年度はカラーコピー機や電源等の待機時消費電力技術を開発している。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１５年度より「エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金」に統合。

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 稼働時電気損失削減最適制御技術開発

家庭や業務用ビルにおけるエネルギー需要の最適なマネジメントに資する設

施策の 備・機械の最適制御システムを開発する （補助率１／２）。

概 要

（平成 年度） ５００百万円12

予 算 （平成 年度） ５００百万円13

（平成 年度） ５００百万円14

（平成 年度） ０百万円（要求額）15

措 置

平成１２年度は制御技術の検討、回路設計などを実施。

施策の 平成１３年度から、実証試験等を実施。

実績及 平成１４年度において試験結果の分析・評価を行っている。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ： ０３－３５８０－８４３９

平成１４年度で終了

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギー使用合理化技術実用化開発費補助金

既に民間企業等が知的所有権等を所有している省エネルギー技術のうち、大

施策の 幅な省エネルギー効果が期待されるものの、製品化過程で開発リスク等から民

間のみでは進まない技術に対して、実用化・製品化を支援する研究開発（エネ

、 ） 。ルギーの高効率利用技術 省エネルギーのためのシステム制御技術等 を行う

概 要 （補助率２／３又は１／２）

（平成 年度） ２００百万円12

予 算 （平成 年度） ３９０百万円13

（平成 年度） ７００百万円14

（平成 年度） ０百万円 （要求額）15

措 置

平成１２年度実績 採択件数：４件

施策の 平成１３年度実績 採択件数：５件

実績及 平成１４年度も数件採択予定。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１５年度より「エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金」に統合

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 三重効用高性能吸収式冷温水機開発

吸収式冷温水機の高効率化（吸収式冷房システムのエネルギー消費効率を３

施策の ０％以上改善）技術を開発する。また、ガスタービン、燃料電池等の発電用設

備の排熱を利用したコージェネレーションシステムの一部を構成する吸収式冷

温水機の高効率化技術を開発する（補助率２／３）

概 要

（平成 年度） ０百万円12

予 算 （平成 年度） ３００百万円13

（平成 年度） ３００百万円14

（平成 年度） ０百万円 （要求額）15

措 置

平成１３年度は吸収サイクルフロー等の検討、試作機の制作等を実施

施策の 平成１４年度は制御技術の開発等を実施している

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１５年度より「エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金」に統合

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発費補助金

省エネルギー型設備・機器又はシステムが理論的には確立されているもの

施策の の、材料や他分野の技術といった幅広い基盤技術の適用等の面で実用化が困難

な省エネルギー技術について、当該技術の実用化に必要な基盤技術の研究開発

を行うための経費を補助する （補助率１／１）。

概 要

（平成 年度） ０百万円12

予 算 （平成 年度） １，３００百万円13

（平成 年度） １，７００百万円14

（平成 年度） ０百万円 （要求額）15

措 置

平成１３年度実績 採択件数：１６件

施策の 平成１４年度実績 採択件数： ９件

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１５年度より「エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金」に統合

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 エネルギー使用合理化技術戦略的開発費補助金

平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に沿って、シーズ

施策の 技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、需要

側の課題を克服する技術開発を戦略的に実施する （補助率１０／１０、２／。

３、１／３）

概 要

（平成 年度） ０百万円12

予 算 （平成 年度） ０百万円13

（平成 年度） ０百万円14

（平成 年度） ６，０００百万円（要求額）15

措 置

平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に沿って、シーズ

施策の 技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、需要

実績及 側の課題を克服する技術開発を戦略的に実施する （補助率１０／１０、２／。

び今後 ３、１／３）

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

平成１５年度新規

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 トップランナー方式による機器の性能向上

省エネ法の対象となる特定機器についてトップランナー方式による性能基準

施策の の設定を行っている。トップランナー方式とは現在商品化されている機器の中

でもっとも省エネ性能の優れたもの以上を基準として機器の効率化を図る制度

で、現在、エアコン、冷蔵庫、テレビ、自動車等１１品目に導入されている。

概 要

予算措置なし

予 算

措 置

対象機器に新たに８種類の機器（ストーブ、ガス温水機器、石油温水機器、

施策の 熱調理器、温風暖房機、電気便座、物品自動販売機及び変圧器）を追加する。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 省エネ法改正による民生業務部門への対策強化

従来、相当のエネルギーを使用する製造業５業種の工場に限定されていた第

施策の 一種エネルギー管理指定工場の指定対象を、業種で限定することを止めて、全

。 、 、 、業種に指定対象を拡大する この結果として オフィスビル 大規模小売店舗

ホテル、病院等も第１種エネルギー管理指定工場の指定対象に加わり、将来的

概 要 な省エネ計画（中長期計画）の作成・提出、定期の報告等が義務づけられるこ

ととなった。

予算措置なし

予 算

措 置

上記施策を含む改正省エネ法が、平成１４年６月７日に公布され、平成１５

施策の 年度から施行予定。

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－９７２６

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－８４３９

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域新エネルギー導入促進対策

地域において風力発電、太陽光発電、太陽熱利用、廃棄物発電等の新エネル

施策の ギーの大規模・集中導入等、先進的な取り組み等を行う地方公共団体等に対し

て、事業費の１／２以内及び普及啓発費（定額）を補助する。

概 要

（平成１３年度）１１，５０２百万円

予 算 （平成１４年度）１２，７０２百万円

（平成１５年度）１３，９５０百万円（要求額）

措 置

平成１３年度実績 採択件数 ７２（３６）件

施策の （ ）内は新規の件数で内数

実績及 今後も継続して実施予定。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。



- 13 -

ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 新エネルギー事業者支援対策

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（新エネ法 」に基づき認）

施策の 定を受けた利用計画に従って新エネルギーを導入する先進的な事業者に対し、

事業費の１／３以内を補助する。

概 要

（平成１３年度）１４，０４０百万円

予 算 （平成１４年度）２３，６１８百万円

（平成１５年度）３３，０８４百万円（要求額）

措 置

平成１３年度実績 採択件数 ７０（４７）件

施策の （ ）内は新規の件数で内数

実績及 今後も継続して実施予定。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 太陽光発電技術研究開発等

建材一体型等新商品の開発や価格の低下により導入が進みつつある太陽光発

施策の 電について、早期の市場自立化のため一層の低コスト化（２０１０年に現在の

、 ） 、１／２ ２０２０年に現在の１／４ を目指した技術開発を推進するとともに

太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な評価技術やリサイクル・リユース

概 要 技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を実施する。

（平成１３年度） ６，３５９百万円

予 算 （平成１４年度） ７，３００百万円

（平成１５年度） ７，９００百万円（要求額）

措 置

施策の 平成１３年度までに、建材一体型等新商品の開発や価格の低下により導入が

実績及 進みつつある太陽光発電について、早期の市場自立化のため一層の低コスト化

び今後 を目指した技術開発を実施。

の方針 今後も継続して実施予定。

等 さらに、平成１５年度は、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な評価

技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を実

施する予定。

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 産業等用太陽光発電フィールドテスト事業

産業用など新たな設置場所への太陽光発電の本格的普及と新型太陽光発電等

施策の の開発・標準化を促進するため、ＮＥＤＯと設置者による共同実証試験（設置

者負担：設置費の１／２）を実施する。

概 要

（平成１３年度） １，９９０百万円

予 算 （平成１４年度） ４，５００百万円

（平成１５年度） ２７５百万円（要求額）

措 置

平成１３年度までに、産業用など新たな設置場所への太陽光発電の本格的普

施策の 及と新型太陽光発電等の開発・標準化を促進するため、ＮＥＤＯと設置者によ

実績及 る共同実証試験（設置者負担：設置費の１／２）を実施した。

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 太陽光発電新技術等フィールドテスト事業

新型太陽電池、新型機器、新システム及び新工法等の新技術等による太陽光

施策の 発電システムの有効性の実証及び設置範囲の拡大を図るため、ＮＥＤＯと設置

者による共同実証試験（設置者負担：設置費の１／２）を実施する。

概 要

（平成１３年度） ０百万円

予 算 （平成１４年度） ０百万円

（平成１５年度） ３，５００百万円（要求額）

措 置

今後、新型太陽電池、新型機器、新システム及び新工法等の新技術等による

施策の 太陽光発電システムの有効性の実証及び設置範囲の拡大を図るため、ＮＥＤＯ

（ ） 。実績及 と設置者による共同実証試験 設置者負担：設置費の１／２ を実施する予定

び今後

の方針

等

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅用太陽光発電システム導入促進対策

太陽光発電の早期市場自立化を促進するため、住宅用太陽光発電システムを

施策の 設置する者に対する補助（定額）を実施する。

概 要

（平成１３年度）２３，５０６百万円

予 算 （平成１４年度）２３，２０４百万円

（平成１５年度）１０，５０４百万円（要求額）

措 置

平成１３年度までに、太陽光発電の早期市場自立化を促進するため、住宅用

施策の 太陽光発電システムを設置する者に対する補助（定額）を実施。

実績及 今後も継続して実施予定。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 住宅用太陽熱高度利用システム導入促進対策

導入潜在性の高い太陽熱利用機器について、コスト低減による早期市場自立

施策の 化を促進するため 住宅用太陽熱高度利用システムを設置する者に対し補助 定、 （

額）を行う。

概 要

（平成１３年度） ０百万円

予 算 （平成１４年度） ６，０００百万円

（平成１５年度） ６，０００百万円（要求額）

措 置

施策の 今後、導入潜在性の高い太陽熱利用機器について、コスト低減による早期市

実績及 場自立化を促進するため、住宅用太陽熱高度利用システムを設置する者に対し

び今後 補助（定額）を行う予定。

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。

また、平成１５年度税制改正により、地域エネルギー利用設備（太陽光発電

設備、太陽熱利用冷温熱装置等）の固定資産税の課税標準の特例制度の措置を

要望。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 クリーンエネルギー自動車等導入促進対策

クリーンエネルギー自動車の普及を促進するため、購入者に対し通常のガソ

施策の リン自動車との価格差の１／２以内を補助するとともに、燃料等供給設備（エ

コステーション）の設置者に対し定額補助（例：天然ガス９，０００万円）を

概 要 行う。

（平成１３年度） ８，０１０百万円

予 算 （平成１４年度）１７，０００百万円

（平成１５年度）１７，０００百万円（要求額）

措 置

平成１３年度実績 導入件数 自動車 １５，６０５台

施策の エコステーション ３６件

実績及 今後も継続して実施予定。

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－４０３１

部 局 ＦＡＸ：０３－３５０１－１３６５

平成１４年度においては、エネルギー需給構造改革投資促進税制（太陽光発

その他 電設備、太陽熱利用集蓄熱設備等）を実施。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 省エネ新エネ草の根支援事業

民間団体（ＮＰＯ）等が、地域における省エネルギーの推進や新エネルギー

施策の の導入を図ることを目的として、省エネ新エネ設備を自らが導入又は第三者の

導入に対し支援を行う場合、また、民間団体（ＮＰＯ）等が自ら新エネ省エネ

の普及啓発事業を行う場合に、これに要する費用について、１／２を補助。

概 要

（平成１２年度） １，８２７百万円

予 算 （平成１３年度） １，８２７百万円

（平成１４年度） １，５２０百万円

（平成１５年度） １，４００百万円 （要求額）

措 置

平成１３年度からは、民間団体（ＮＰＯ）等が省エネ新エネ設備を導入する

施策の 第三者に対し支援を行う場合に加え、民間団体（ＮＰＯ）等が自ら新エネ設備

実績及 を導入する場合も補助対象として追加した。

び今後

の方針 平成１３年度実績 設備導入事業 ３１件

等 普及啓発事業 １２９件

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－１７２８

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－５３０８

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域省エネルギー普及促進対策費補助金

地方公共団体等が、地域レベルでの省エネルギー導入の取り組みを促進する

施策の ため、地方公共団体自ら導入・改修する省エネルギー設備のうち、先進的な事

例に対して、これに要する費用の１／２を補助。

また、本事業における導入事例を普及・広報するための取り組み（普及啓発

概 要 事業）に対して、定額を補助。

（平成１２年度） ８８０百万円

予 算 （平成１３年度） ３，７６０百万円

（平成１４年度） ３，７６０百万円

（平成１５年度） ３，６６０百万円（要求額）

措 置

平成１３年度までに、地域レベルでの先進的な省エネルギー設備の導入・改

施策の 修を行う地方公共団体に対し、事業費の１／２を補助した。また、本事業にお

実績及 ける普及・広報するための取り組みに対して、定額を補助した。

び今後

の方針

等 平成１３年度実績 設備導入事業 ３１件

普及啓発事業 ４件

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－１７２８（直）

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－５３０８（直）

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

施策名 地域地球温暖化防止対策支援事業

地方公共団体又は地方公共団体と連携をしている民間団体等が省エネルギー

施策の と新エネルギーを組み合わせた事業等地球温暖化に資するモデル事業的な活動

を行う場合に支援を実施。

概 要

（平成１４年度） ６００百万円

予 算 （平成１５年度） １，１００百万円（要求額）

措 置

本年度開始事業のため実績なし。

施策の

実績及

び今後

の方針

等

担当部局：経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課

担 当 ＴＥＬ：０３－３５０１－１７２８

部 局 ＦＡＸ：０３－３５８０－５３０８

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

熱供給事業の普及・促進施策名

熱供給事業は、冷熱・温熱を供給するという役割のみならず、電気・ガスの
施策の 負荷平準化、石油代替エネルギー政策への寄与、省エネルギー効果、都市景観
の向上、二酸化炭素排出削減等の環境問題対策及び都市防災機能への寄与につ
いても重要な役割を担う事業であり、総合的なエネルギー利用効率を図るとい

概 要 う観点からも重要な事業である。特に河川水、下水、ゴミ焼却廃熱等の未利用
エネルギーやコジェネレーション排熱を活用しうるシステムであることから、
地球温暖化防止及び都市部のヒートアイランド対策としての役割が期待されて
いるところ。
しかし、一方で、基盤的インフラ整備事業という性格から、大規模な設備を
要し、イニシャルコストが極めて高いため、事業への参入が必ずしも容易でな
い。このような状況の中で、熱供給事業の普及・促進を図るため、税制・財投
・予算といった政策的支援により普及促進に努めている。

【税制】
予 算 熱供給事業者が取得した償却資産の固定資産税の課税標準の特例 等
【財投】

措 置 熱供給事業法に基づく地域冷暖房を対象とする日本政策投資銀行の融資制度
【予算措置】

等 未利用エネルギーを活用した熱供給事業を円滑に導入するため、特に助成す
べきプロジェクトについて基本的な計画を策定するための事業調査費
（平成 年度） １７６百万円12
（平成 年度） ７９百万円13
（平成 年度） ７８百万円14
（平成 年度） １５０百万円（要求額）15
＊その他、熱供給事業に特定した予算措置ではないが、新エネルギー事業者支
援対策事業費補助金等の予算を活用することが可能。

平成１４年７月１日現在、熱供給事業の許可を受けているもの
施策の ９０社１５０地区（うち操業中８６社１４４地区）
実績及
び今後 ・未利用エネルギーを活用している地区 ３８地区
の方針 ・コージェネレーションの排熱を活用している地区 ４０地区
等 ・蓄熱層を活用している地区 ７１地区

担 当 担当部局：経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課熱供給産業室
部 局 ＴＥＬ：０３－３５０１－３５４７
ＦＡＸ：０３－３５８０－８４８１

未利用エネルギー等を活用した熱供給事業は、平成１３年度に中央環境審議
その他 会地球環境部会目標達成シナリオ小委員会がまとめた資料において、京都議定
書に定められた目標を実現するための対策技術として、優先的に取り組むべき
位置づけにあることが示されている。
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査

・環境負荷の小さい自動車等に係る特例措置（自動車税のグリーン化）の延長

施策名 及び拡充（自動車税）

・低公害車・低燃費車に係る特例措置の延長及び拡充（自動車取得税）

施策の 環境負荷の小さい自動車の開発・普及を促進する特例措置の適用期限を延長

するとともに、特例措置の対象を拡充する。これにより、運輸部門におけるエ

概 要 ネルギー消費の約９割を占める自動車のエネルギー効率の向上が図られ、排熱

の抑制を図る。

○自動車税

予 算 低燃費かつ低排出ガスと認定された新規登録車について、２年間軽課する一

方、一定以上の車齢の自動車については重課する措置について、延長を図ると

ともに、低燃費かつ低排出ガスと認定されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いら

措 置 れる燃料電池自動車等について、拡充措置を図る。

○自動車取得税

低燃費車に係る特例措置を延長するとともに、低燃費かつ低排出ガスと認定

されたＬＰＧ自動車、実証実験に用いられる燃料電池自動車等について、拡充

措置を図る。

環境負荷の小さい自動車の開発・普及の促進については、地球環境問題、大

施策の 気汚染問題への対応のみならず、低燃費化により自動車のエネルギー効率向上

実績及 と排熱の抑制が図られることから、ヒートアイランド対策として有効である。

び今後 従来の施策の推進を通じ、平成１３年度には約１５４万台の対象車が新規登

の方針 録される等着実に成果が現れている。

、 、等 今後とも 京都議定書により定められた温室効果ガス排出削減目標の達成や

深刻化するヒートアイランド問題への対応を図るため、特例措置の延長・拡充

を図り、引き続き施策を推進する。

担当部局：国土交通省総合政策局環境・海洋課 自動車交通局環境課

担 当 環境省環境管理局自動車環境対策課

部 局 経済産業省製造産業局自動車課

・ ＴＥＬ： （経済産業省）ＦＡＸ： （経済産業省）3501-1690 3501-6691

担当者

その他
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ヒートアイランド対策に資する施策の状況調査（記載例）

※ヒートアイランド対策に資する施策の名称を記入して下さい。

施策名 （関連すると思われるものは幅広く書いて下さい ）。

※ヒートアイランド対策に資する施策の概要を記入して下さい。

施策の

概 要

※平成１４年度までになされた各年度毎の予算措置及び平成１５年度の予算要

予 算 求額を 記入して下さい。

【記入例】

（平成１３年度）○○○○○（千円）

措 置 （平成１４年度）○○○○○（千円）

（平成１５年度）○○○○○（千円）

※これまでに行ってきた施策の実績及び今後の方針等について記載して下さ

施策の い。

実績及

び今後

の方針

等

※担当部局及び担当者と連絡先（ＴＥＬ、ＦＡＸ、Ｅ－ＭＡＩＬ）を記入し

担 当 て下さい。

部 局 担当部局：

・ 担当者：

担当者 ＴＥＬ： ＦＡＸ：

Ｅ－ＭＡＩＬ：

※その他関連する事象がありましたら記入して下さい。

その他


